
Ⅰ　は じ め に

　会計を基本的におよび根本的に考えていこうとする場合，会計には基本

的にどのような仮定があり，どのような公理から成り立っているのかを解

明する必要がある。マクロ会計，ミクロ会計，企業会計，非営利会計，家

計等，会計には様々な領域があるが，これらの領域の基礎に横たわってい

る仮定や公理を知ることは，会計の本質を知ることであり，これは会計を

理論的に解明していこうとする場合の必須の条件である。

　ここで，会計の基本的仮定とは，どのような領域であれすべての会計が

前提としているものであり，準公理的な性格のものである。これに対し

て，会計の公理化とは，この基本的前提をさらに限定したものであり，一

定数の命題を措定して一定の規則を適用することによって会計システムの
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すべての命題を導くところの体系構成方法であり，その措定される命題が

会計の公理である 1）。

　本稿は，この会計の基本的仮定と公理システムを明らかにすることを目

的とするものである。これまで，これを解明しようとした会計学者とし

て，筆者の知る限りでも，ホルツァー（Holzer），コジオール（Kosiol），シ

ュバイツァー（Schweitzer），ペイトン（Paton），チェンバース（Chambers），

ムーニッツ（Moonitz），井尻等がいるが，ここではマテシッチ（Mattessich）

の所論を中心として，会計の基本的仮定と公理システムを検討することと

する。彼は会計の全領域を考察の対象としており，最もスケールが大き

く，しかもその論理展開は非常に緻密であるからである。

　本稿はまず，マテシッチにしたがって，会計の基本的仮定を説明し，次

に会計の公理化を数学的に解説する。これらは彼の会計に対する初期の考

えであり，その後これらを若干修正しているので，その修正を参考にして

会計の基本的仮定および公理化を再検討する。そして最後に，これらを踏

まえて，会計公理的思考による会計の本質を探究していきたい。

Ⅱ　会計の基本的仮定

　マテシッチによれば，一般に，経済事象や会計事象において二元性の原

理（duality principle）が働いており，この原理がこれらの事象を認識する場

1）　一般に，公理化ないし公理的方法とは，一定数の命題を措定して一定の規
則を適用することによって，ある体系のすべてを導く演繹的な体系構成方法
である。措定される命題は公理（axiom）とよばれ，体系内のすべての述語
を循環なしに定義することはできないので，最初に原始概念または無定義語
が前提される。古典的な例にはユークリッド幾何学があり，現代では記号論
理学，集合論，群論などの数学の諸分野，ニュートン力学などにもこの方法
が適用され，厳密な理論構成の典型的方法と考えられている（平凡社［1971］
481-482頁）。
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合最も重要となる。二元性の原理とは，取引やフローが基本的に２つの次

元から成り立っていることを主張するものである。さらに厳密にいうなら

ば，二元性の原理は，あるクラス（class）の集合のなかで，価値の二元的

な分類と同型の経済事象が存在していることを主張するものである

（Mattessich [1964] p. 27）。

　彼によれば，決定的に重要な要素は，ギブ・アンド・テイクのプロセ

ス，インプット・アウトプットのプロセス，譲渡・譲受のプロセスなどに

よって支配される経済事象の存在である。経験的現象と基本的に二次元的

なわれわれの数学的構成物との同型を生み出すのは，この特性にほかなら

ない（Mattessich [1964] p. 26）。二元性の原理は，それぞれの経済事象を二

元的に分類するための理論的構造を示すものである。

　この二元性の原理を軸として，マテシッチは18の会計の基本的仮定 2）を

措定し，これに基づくものとして，会計を次のように定義する。すなわ

ち，会計は，次のような基本的仮定に基づく方法によって，所得の循環お

よび富の総計を量的に記述し，描写する学問分野である（Mattessich [1964] 

p. 19）。

１．貨幣価値（monetary values） 10．経済取引（economic transactions）

２．時間間隔（time intervals） 11．評価（valuation）

３．構造（structure） 12．実現（realization）

４．二元性（duality） 13．分類（classification）

５．集計（aggregation） 14．データ・インプット（data input）

2）　この「基本的仮定」と後述する「公理」とは必ずしも同じではない。これ
に関して，マテシッチは，「基本的仮定」の用語を「公理」と同義に用いて
いないことを強調している。彼の見解によると，基本的仮定は，「根本的な」
観念にも，公理それ自体にも，あるいは条件つき定義（公理的性質をもつ条
件）にも，それぞれ関係するものである（Mattessich [1964] p. 31）。
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６．経済対象（economic objects） 15．継続期間（duration）

７．貨幣請求権の非均等性 16．拡張（extension）

　　（inequity of monetary claims） 17．重要性（materiality）

８．経済主体（economic agents） 18．配分（allocation）

９．実体（entities） 

　そして，マテシッチはこれらの18の基本的仮定を個々に以下のように説

明している（Mattessich [1964] pp. 32-45）。なお，本文に続く括弧は，基本

的仮定に対する最小限の補足的説明である。

　１．貨幣価値：

　貨幣単位で表される加法的な価値の集合が存在する。この集合は（正お

よび負の）整数およびゼロからなるシステムと同型である。

　２．時間間隔：

　基本的な（あるいは最小の）加法的な時間間隔（例えば，日）の集合が存

在する。（ある特定数の連続した時間間隔の合計を，会計期間として選択すること

ができる。）

　３．構造：

　ある実体の有意味なカテゴリーを反映するクラスの構造化された集合

（同等クラス（equivalence classes）の階層）が存在する。（このクラスの構造化

された集合（もしくはそれと同型の集合）は，勘定表とよばれる。勘定表に含めら

れるすべての同等クラスのまだ構造化されていない集積は勘定の集合とよばれ，そ

の要素が勘定である。）

　４．二元性：

　すべての会計取引に対して，価値はまさに，２つの勘定と日付からなる

三次元的概念（順序づけられた３つの組）に割り当てられる。（集合論的にい

えば，会計取引は，整数（あるいはその他の数）を直積の部分集合に写像する関係

もしくは演算である。その特徴は，勘定の集合を二重に使用することである。（二
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元性の原理））

　５．集計：

　すべての残高は，ある順序対に対してある（貨幣）価値，すなわちある

期間においてある勘定に集計されたすべての（正または負の）価値の算術

的合計を割り当てる。その順序対は，関連する勘定と，当期首から始まる

上述した期間からなる。（「残高」の用語は，実質的に，ある勘定とある期間と

を組み合わせた価値という意味を有している。）

　６．経済対象：

　価値や物理的属性を変化させる経済対象の集合が存在する。（経済対象は

実物的対象でも財務的対象でもよい。ある時間間隔に関連する経済対象の価値（あ

るいは量）はストック変数（もしくはストック）とよばれ，ある期間における経済

対象の価値（あるいは量）変化はフロー変数とよばれる。）

　７．貨幣請求権の非均等性：

　負債を，法的弁済額に関して物価変動が生じたか否かにかかわらず，額

面価値の法的弁済額で償還するという理解のもとで記帳する慣習が存在す

る。

　８．経済主体：

　会計システムに特定の目的を設定し，資源を支配し，そして経済活動に

関して計画および意思決定を行う経済主体の集合が存在する。

　９．実体：

　経済活動の枠組を設定する実体の集合が存在する。

　10．経済取引：

　経済取引とよばれる経験的現象の集合が存在する。これらの各取引は，

経験的仮説によって，取引（カテゴリー）と時点との順序対に価値を割り

当てる。（経済取引は，生産，保有，移転，賃貸，経済対象の消費のような活動か

ら生じる関係である。経済取引は会計取引を通じて記録される。）
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　11．評価：

　会計取引に割り当てられる価値を決定する仮説の集合が存在する。（経

済対象の当初の評価は，特定の実体および目的との枠内で，取引時におけるこれら

の対象間の選好順位に基づいている。評価修正は，当初の記録時からの，経済対象

の価値変化の認識に基づいている。）

　12．実現：

　実体の経済対象の（量，価値，法的状態などにおける）変化によって，次

の３つの相互に排他的な結果のどれかがもたらされることを特定化する，

仮説の集合が存在する。それは，⑴ 実体の当期利益に割り当てられる価

値に影響を及ぼす変化，⑵（特定期間内で）この実体の所有者持分に影響

を及ぼさない変化，もしくは ⑶ 実体の当期利益に影響を及ぼすことなし

に，所有者持分に影響を及ぼす変化である。（そのような利益が実体の利益に，

正あるいは負に，寄与するならば，その影響を及ぼした経済現象は，それぞれ収益

もしくは費用項目として実現したといわれる。）

　13．分類：

　勘定図を設定するために必要とされる仮説の集合が存在する。（「同質的」

勘定と「異質的」勘定を区別することができる。同質的勘定は主に，共通の主要な

質を有する経済対象の集計に役立つ。異質的勘定は，類似していない経済対象（も

しくは集計値）を要約し併置すること，および異質的要素からなる残余部分を決定

することに役立つ。）

　14．データ・インプット：

　データ・インプットの形式を決定するため，および会計取引を明確化す

る集計のレベルを決定するために必要とされる仮説の集合が存在する。

　15．継続期間：

　考察の対象となっている実体（もしくは諸実体）の予期される存続期間，

および個々の会計期間もしくは下位期間の継続期間に関する仮説の集合が
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存在する。

　16．拡張：

　２つ以上の会計システムを連結し，より包括的なシステムに拡張するこ

とのできる経験的条件を特定化する仮説の集合が存在する。

　17．重要性：

　経済取引もしくは関連する事象をいついかなる時に会計取引によって反

映すべきかを決定する仮説（規準）の集合が存在する。

　18．配分：

　実体の経済対象もしくはサービスのフローを下位実体および類似のカテ

ゴリーに配分することを決定する仮説の集合が存在する。

Ⅲ　会計の公理化

　以上がマテシッチの提唱する18の基本的仮定の説明であるが，彼はさら

にこれらを概念的に明確にするために，集合論の代数学を用いてそれらを

数学的に定式化し，公理化している。彼はこれを，会計の基礎を所有権

（ownership）と負債請求権（debt claim）の概念に還元することによって行

おうとしている（Mattessich [1964] p. 446）。そしてさらに，彼は会計学にと

って基本的な重要性をもついくつかの結論を主張し証明することによっ

て，会計の定理を演繹している。

　マテシッチによれば，この基本的仮定の精緻化は，基本的な定義されな

い概念（基本用語）と基本的な命題を明確に区別することになる。そして，

この基本的な命題が定式化される。その場合，彼は公理と定義とを特に区

別していない。彼によれば，真の公理の数は最終的には少ないものになる

であろうが，ここで提示される命題のほとんどは条件つき定義であり，す

なわちその条件が公理的性質を有するような定義を意味する条件つき定義

である（Mattessich [1964] p. 446）。
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１　集合論による会計の公理化

　これらのことを念頭において，以下では，マテシッチにしたがって，集

合論による会計の公理化を説明することとする（Mattessich [1964] pp. 448-

463）。

　まず，基本用語が次のように規定される。

　価値の集合　　　　　  ：V

　時点（時間間隔）の集合：T

　（経済）主体の集合　　  ：G

　（経済）対象の集合　　  ：O

　正の取引要素の集合 3）   ：π

　負の取引要素の集合　  ：ν

　そして，基本的な命題は以下のように定式化される。

　１．元 eは，次の場合に限り実体の集合 Eに属する。

⑴　ある時間間隔における実体（の状態）は，eτ= e = {x : x∈ Gまたは

x∈ O}である。ただし，(e∩ G)∪ (e∩ O)≠Φであり，それにより

G∩ O =Φである 4）。

⑵　実体プロパーたる部分集合 E(E⊂E )が存在する 5）。ただし，E = {eτ :  

τ= 1, . . . , ψ}で，      tτは実体の継続期間であり，tτ∈ Tである。

　２．関係ω(ei, oj, t
τ) = vτijは，次の場合に限り所有権である。

⑴　ei∈ Eまたは ei⊂ E（後者は共同所有権の場合に妥当する。）

⑵　oj∈ Oまたは oj⊂ O（後者は対象の集積に関係する所有権の場合に妥当す

3）　ここで，「正」および「負」という用語は，単に数学的な慣行であり，価
値判断を意味していない（Mattessich [1964] p. 448, fn. 8）。

4）　ここで，∈は元を表す記号であり，例えば x∈ Gは，xが Gの元であるこ
とを意味している。また，Φは空集合を意味している。
5）　ここで，⊂は部分集合を表す記号であり，例えばE ⊂ Eは，E が Eの部
分集合であることを意味している。

ψ

Σ
τ=1
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る。）

⑶　tτ∈ Tは，所有権を保持する時間間隔である。

⑷　vτij＞ 0，vτij∈ Vは，tτ時に所有権に割り当てられる価値である。

⑸　法律的条件または経済的条件が満たされている。

　３．関係δ(ei, ej, t
τ) = vτijは，次の場合に限り負債請求権である。

⑴　ei∈ Eまたは ei⊂ E（eiは負債をかかえている実体である。）

⑵　ej∈ Eまたは ej⊂ E（ejは請求権を有している実体である。）

⑶　ei≠ ej

⑷　tτ∈ Tは，負債請求権が存在する時間間隔である。

⑸　vτij＞ 0，vτij∈ Vは，tτ 時に負債請求権に割り当てられる価値である。

⑹　負債請求権の法律的条件または経済的条件が満たされている。

　４．取引（またはフロー）Fは，負の取引要素と正の取引要素との関係で

あり，その両者に対して時間間隔が（または時系列指数）が付与され，価値

が経験的仮説によって割り当てられる。

　それゆえ，関係 F (ki, kj, t
τ) = vτijは，次の場合に限り取引である。

⑴　（特定の同等クラスを表す）負の取引要素は，ki∈νである。

⑵　（同様に同等クラスを表し，おそらく負の取引要素と同額である）正の取引

要素は，kj∈ πである。

⑶　ki⊂ em, kj⊂ en

⑷　ki ≈ kjで em ≠ en，または ki ≃/ kjで em = enのどちらかが成立する 6）。

⑸　時間間隔は tτ∈ Tである。

⑹　割り当てられる価値は vτij＞ 0，vτij∈ Vである。

　５．取引 FI (ki, kj, t
τ) = vτijは，次の場合に限り実体内取引である。

⑴　ki⊂ em

6）　ここで，≈は同値であることを意味し，≃/  は同値でないことを意味してい
る。
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⑵　kj⊂ en

⑶　em = en, em, en∈ E

⑷　ki ≃/ kj

　６．取引 FE (ki, kj, t
τ) = vτijは，次の場合に限り実体間取引である。

⑴　ki⊂ em

⑵　kj⊂ en

⑶　em≠ en, em, en∈ E

⑷　ki ≈ kj

　７．２つの実体間取引 F1 (ki, kj, t
τ) = vτijと F2 (kr, ks, t

λ) = vλrsは，次の場

合に限り１対の有償取引とよばれる。

⑴　ki⊂ em, kj⊂ en, kr⊂ ep, ks⊂ eqである。ただし，em = eqおよび en = ep

であり，em≠en, em, en∈ E, ki ≈ kj, kr ≈ ksである。

⑵　vτij = vλrs, v
τ

ij, v
λ

rs ∈ V

⑶　tτ= tλ, tτ, tλ∈ T

⑷　一方の取引が他方の取引の法律的または経済的取引の対価であるとい

う経験的証拠がある。

　８．取引の逆は，取引要素を入れ替えることによって達成される取引

（すなわち，最初は負であった取引要素が正になる，また，正であった取引要素が

負になる取引）である。

　より正確にいうと，Fが F (ki, kj, t
τ) = vτij, ki∈ν, kj∈ πであるとすると，

その逆は，次の場合に限り F’ (kj, ki, t
λ) = vλjiである。

⑴　kj∈ν

⑵　ki∈ π

⑶　tλ tτ（すなわち，tλは tτより大きくても，等しくても，小さくてもよい。）

⑷　vτij, vλji∈ V, vλji = vτij（等号は，両取引に同じ価値を付与していることを表

しているにすぎない。最初は，vλjiと vτijは同じではない。）
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　９．取引 P (ki, kj, tτ) = vτijは，次の場合に限り実体 emから実体 enへの

所有権（または財産）の移転とよばれる。

⑴　ω(em, oj, t
τ-1) = vτ-1mj > 0 およびω(em, oj, t

τ) = vτmj = 0

⑵　ω(en, oj, t
τ-1) = vτ-1nj = 0 およびω(en, oj, t

τ) = vτnj = vτ-1mj > 0

⑶　em ≠ en, em, en∈ E

⑷　ki⊂ em（emは所有権を放棄した実体である。）

⑸　kj⊂ en（enは所有権を獲得した実体である。）

⑹　ki ≈ kj, ki = [oj]（すなわち，kiは対象 oj∈ Oを類別する同等クラスである。）

⑺　tτ-1, tτ∈ T

⑻　vτ-1mj, v
τ

mj, v
τ-1

nj, v
τ

nj∈ V

　10．取引 Q(ki, kj, tτ) = vτijは，次の場合に限り所有者持分の発生とよば

れる。

⑴　ω(em, en, tτ-1 ) = vτ-1mn = 0 および ω(em, en, tτ) = vτmn > 0

⑵　ki⊂ em（emは所有されている実体である。）

⑶　kj⊂ en（enは所有している実体である。）

⑷　ki ≈ kj（両者の所有者持分とそれに対応する請求権は同じ同等クラスに属する。

相違は，異なった実体に属する取引要素の負または正にあるにすぎない。）

⑸　em ≠ en, em, en∈ E

⑹　tτ-1, tτ∈ T

⑺　vτmn = vτij, v
τ-1

mn, vτmn, vτij∈ V

　11．取引 D(ki, kj, tτ) = vτijは，次の場合に限り実体 enから実体 emへの

負債請求権の発生とよばれる。

⑴　δ(em, en, t
τ-1) = vτ-1mn = 0 およびδ(em, en, t

τ) = vτmn > 0

⑵　ki⊂ em（emは負債を負っている実体である。）

⑶　kj⊂ en（enは請求権を有している実体である。）

⑷　ki ≈ kj（両者の負債持分とそれに対応する負債請求権は同じ同等クラスに属す
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る。相違は，取引要素の貨幣的正または負およびそれに関連する特定の実体にあ

るにすぎない。）

⑸　em ≠ en, em, en∈ E

⑹　tτ-1, tτ∈ T

⑺　vτmn = vτij, v
τ-1

mn, vτmn, vτij∈ V

　12．取引 Q’(kj, ki, t
λ) = vλjiは，次の場合に限り所有者持分（またはその一

部）の消滅とよばれる。

⑴　ω(em, en, tλ-1 ) = vλ-1mn > 0 およびω(em, en, tλ) = vλmn = 0

⑵　kj⊂ en（enは以前に emを所有していた実体である。）

⑶　ki⊂ em（emは以前に enに所有されていた実体である。）

⑷　em ≠ en, em, en∈ E

⑸　tλ-1, tλ∈ T

⑹　vλji = vλ-1mn, vλji, v
λ-1

mn, vλmn∈ V

　13．取引 D’(kj, ki, t
λ) = vλjiは，次の場合に限り負債請求権（またはその一

部）の消滅とよばれる。

⑴　δ(em, en, tλ-1 ) = v λ-1mn > 0 およびδ(em, en, tλ) = vλmn = 0

⑵　kj⊂ en（enは負債を償還される実体である。）

⑶　ki⊂ em（emは負債を償還する実体である。）

⑷　em ≠ en, em, en∈ E

⑸　tλ-1, tλ∈ T

⑹　vλij = vλ-1mn, vλ-1mn, vλij∈ V

　14．会計期間 pzは，連続する一連の時間間隔の合計である。それゆえ，

tτ∈ Tならば，

　　pz =　　

　期間 psは，会計期間 pzと同じ始点をもつ pzの下位期間と定義される。

それゆえ，

   z

Σtτ
 τ=1
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　　ps =　 

　ただし，s ≤ zであり，1 は pzの始点である。

　15．集合 Anは，次の場合に実体 enの勘定図とよばれる。

⑴　An = {ai : ai⊂ en, i = 1, . . . , y}, en∈ E

⑵　勘定 ai (i = 1, . . . , y)は同等クラスである。

⑶　勘定（同等クラス）のあるものは，他の勘定の部分集合である。例え

ば，

　　ad = [od], od∈ en, d = 1, . . . , k, od∈ O

　　al = [ol], al⊂ ad, l = k + 1, . . . , m

　　　. . .　　　　　　. . .

　　ar = [or], ar⊂ an, r = q + 1, . . . , w

　　ax = [ox], ax⊂ ar, x = w + 1, . . . , y

　　ad, al, . . . , ar, ax∈ An

⑷　ai ≈ a’i, (i = 1, . . . , y)および ai⊂ en, a’i⊂ em, em≠enであるような勘定

a’iが存在する。

　16．集合 Lnおよび Lnの部分集合から構成される位相空間 Cnは，次の

場合に限り実体 enの勘定表とよばれる。

⑴　Lnは，最下位の序列にある勘定のリスト（集合）である。

⑵　集合 Cnは，実体 enに関連する取引要素の集合と１対１に対応する

（同型である）。

⑶　Ln∈ CnおよびΦ∈ Cnである。

⑷　Lnの部分集合の和集合は，Cnの元である。

⑸　Cnのどれか２つの元（集合）の共通部分も，Cnに属する。

　17．取引要素が勘定である取引 F(ai, aj, tτ) = vτijは，次の場合に限り実

体（または上位実体）enの会計取引とよばれる。

⑴　ai, aj∈ An,, ai∈ν, aj∈ π

   s

Σtτ
 τ=1
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⑵　tτ∈ T

⑶　vτij∈ V

　18．関係 B (ai, ps) = vs
iは，次の場合に限り「残高の演算」とよばれ，

vs
iは期間 psの期末における「勘定 aiの残高」(i = 1, . . . , y)とよばれる。

⑴　vs
i =　　　 (vτji - vτij)　　　　　　i = 1, . . . , y

⑵　ai∈ An　　　　　　　　　　　  i = 1, . . . , y

⑶　ps =　　　

⑷　vτij, vτji, vs
i∈ V, i, j = 1, . . . , y, τ= 1, . . . , sであり，vτijおよび vτjiは，

項目17にしたがって会計取引に割り当てられる価値である。

　19．残高vs
i =　　　 (vτji - vτij)は，次のようによばれる。

　　vs
i > 0 ならば，借方残高

　　vs
i < 0 ならば，貸方残高

　　vs
i = 0 ならば，残高ゼロ

　20．直積 An × Vの関係にある集合B sは，次の場合に限り試算表とよば

れる。

　　B s = {(ai, v
s
i) : i = 1, . . . , y}

　ただし，

⑴　ai∈ An, i = 1, . . . , y

⑵　vs
i∈ V

　21．試算表均等の定理

　試算表において，すべての借方残高（正の残高）の合計は，すべての貸

方残高（負の残高）のマイナス合計に等しい。

　より正確に定式化すると，次のようになる。y個の勘定をもつ試算表B s

の借方残高を vs
k > 0(k = 1, . . . , m),貸方残高を vs

p < 0(p = 1, . . . , q),残高ゼ

ロを vs
r = 0(r = 1, . . . , u)とし，m + q + u = y, vs

Bd =    vs
k, vs

Bc =    vs
p，および

v  sk, vs
p, vs

Bd, vs
Bc∈ V (k = 1, . . . , m ; p = 1, . . . , q)ならば，次のようである。

m

Σ
k =1

q

Σ
p =1

   s

Σtτ
 τ=1

s

Σ
τ=1

s

Σ
τ=1

y

Σ
j =1

y

Σ
j =1
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　　vs
Bd = -vs

Bc

　22．集合 Ssは，次の場合に限り会計報告書（accounting statement）とよ

ばれる。

　　Ss = {{(ab, v
s
b ) : b = 1, . . . d}, {(ae, v

s
e ) : e = 1, . . . , h}, (vs

Cb, v
s
Ce, v

s
C )}

　ただし，

⑴　ab, ac∈ An, An{ai : i = 1, . . . y}, b = 1, . . . , d, e = 1, . . . , h

⑵　vs
Cb =    vs

b, vs
Ce =    vs

e

⑶　vs
C = vs

Cb + vs
Ce（は会計報告書の残高とよばれる。）

⑷　d + h ≤ y

⑸　vs
b, v

s
e, v

s
Cb, v

s
Ce, v

s
C∈ V

　23．２報告書の定理

　（期間 psの期末において）Anに含まれかつゼロでない残高をもつすべての

勘定から構成される２つの会計報告書があるならば，第１の会計報告書の

残高は，第２の会計報告書の残高のマイナスに等しい。

　より正確に定式化すると，次のようになる。Ss
Bおよび Ss

Pを２つの会

計報告書とすると，項目22にしたがって，

　　Ss
B = {{(ab, v

s
b ) : b = 1, . . . d}, {(ae, v

s
e ) : e = 1, . . . , h}, (vs

Bb, v
s
Be, v

s
B  )}

　　Ss
P = {{(ap, v

s
p ) : p = 1, . . . l}, {(af, v

s
f  ) : f = 1, . . . , g}, (vs

Pb, v
s
Pe, v

s
P  )}

　ただし，

ab, ae, af, ap∈ An = {ai : i = 1, . . . , y}および d + h + l + g + u = y（uは残高

ゼロの勘定の数である。）

　　vs
b, v

s
e, v

s
f, v

s
p, v

s
Bb, v

s
Be, v

s
B, vs

Pb, v
s
Pe, v

s
P∈ V

　そのとき，次の等式は真である。

　　vB = -vPまたは vs
Bb + vs

Be = -(vs
Pb + vs

Pe )

　24．２つ以上の会計取引に関する演算 Oは，これらの取引が同時に生

じ，これらの取引によって影響を受けるすべての勘定の残高がその演算に

d

Σ
b =1

h

Σ
e =1
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もかかわらず同じであるならば，許容可能である。

　より正確に定式化すると，演算

　　O(F1(ai, aj, t
τ) = vτij, . . . , Fm(ar, as, t

λ) = vλrs)

は次の場合に許容可能である。

⑴　残高 B(ai, p
s
 ) = vs

i, . . . , B(ar, p
s
 ) = vs

r

　　　　 B(aj, p
s
 ) = vs

j, . . . , B(as, p
s
 ) = vs

s

　が演算 Oによって影響されない。

⑵　tτ= . . . = tλ, tτ, tλ∈ T

　これによって，ps =      tτ

　　ai, aj, . . . , ar, as∈ An

　　vτij, . . . , v
τ

rs, . . . , v
s
i, v

s
j, . . . , v

s
r, v

s
s∈ V

　25．結合定理

　同時に生じかつ同じ実体に属する２つの会計取引 F1と F2は，一方の原

始取引の貸方勘定が他方の原始取引の借方勘定に等しい限り，第３の会計

取引 F3によって置き換えることができる。

　より正確に定式化すると，次のようになる。２つの取引をそれぞれ

　F1(ai, aj, t 
s) = vs

ij

　F2(ar, au, tλ) = vλruとすると，次のいずれかが成り立つならば，（F1およ

び F2）を F3に置き換える演算が存在する。

　⒜　ar = ajならば F3(ai, au, t s) = vs
iu

　⒝　ai = auならば F3(ar, aj, t 
s) = vs

rj

　ただし，

⑴　t s = tλ, t s, tλ∈ T

⑵　vs
ij = vλru = vs

iu = vs
rj（価値のみが等しい），vs

ij, v
λ

ru, vs
iu, vs

rj∈ V

⑶　ai, aj, ar, au∈ A

s

Σ
τ=1



会計の基本的仮定と公理化（上野）　17

　26．代替定理

　有償（実体間）取引の対は，関係する２実体のうちの１つに属する，２

つの実体内取引によって置き換えることができる。

　より正確に定式化すると，次のようになる。有償取引の対

　　FR1(ai, aj, t
τ) = vτijと FR2(ar, au, tλ) = vλru

を２つの実体内取引

　　FI1(ai, au, tτ) = vτiuと FI2(ar, aj, t
τ) = vτrj

によって置き換える演算は，vτiu = vτrj = vτij = vτruが成立する限り，許容可

能である。

　27．（より高位の）実体 enの試算表B snは，それが（ある特定の期間におけ

る）実体 elから emのすべての取引を上位実体 enに直接適用した結果生じ

る仮構的試算表と同一であるならば，２つ以上の異なった実体 elから em

の試算表の連結である。

　記号形式で表現すると，次のようになる。

　次の残高試算表B s-1l, . . . , B s-1m, B s-1nが（期間 psの期首において，また実

体 el, . . . , emおよび enのそれぞれに関して）それらの勘定にゼロの価値が割り

当てられたと仮定する。また，これらの各実体の（期間 psにおける）すべ

ての取引の合計がS l, . . . , SmおよびSnとそれぞれ表されると仮定する。

最後に，期間 psの期末にけるこれらの実体の試算表が次のように与えら

れると仮定する。

　　B sl = B s-1l∪S l

　　. . .　. . .　　. . .

　　B sm = B s-1m∪Sm

　　B sn = B s-1n∪Sn

　　そのとき，B snは，

　　(S l∪ . . .∪Sm = Sn)が (B sl∪ . . .∪B sm = B sn)
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を意味する場合に限り実体 elから emまでの連結試算表である。

　28．連結定理

　（期間 psの期末における）異なった実体 el, . . . , emの２つ以上の試算表B s
l, 

. . . , B smは，次の演算を行うことによって，実体 enの単一の試算表B s
n

に連結される。

⑴　al
i ≈ am

jであるか al
i ≈/ am

jであるかを確認する。

　これにより，al
i∈ Al（ゆえに al

i⊂ el）および am
j∈ Am（ゆえに am

j⊂ em）

⑵　同じ同等クラスを表す勘定に割り当てられた価値を加算する。

　　(al
d, v

s
d ) ∈B sd, d = 1, . . . , g

　　(am
f, v

s
f  ) ∈B sf, f = 1, . . . , gであり，al

d ≈ am
fであるならば，

　　B sl∪B sm = B sn, (an
k, v

s
k )∈B snは vs

k = vs
d + vs

fを意味する。

　ただし，an
k ≈ al

dである。

⑶　累積的価値をもつ ⑵ の諸勘定と原始価値をもつ（連結されるべき）す

べての試算表の残りの諸勘定を連結試算表に組み入れる。

　　B sl = {(al
i, v

s
i ) : i = 1, . . . , r }

　　B sm = {(am
j, v

s
j ) : j = 1, . . . , q}

　　B sn = {(an
k, v

s
k ) : k = 1, . . . , y}と仮定する。

　また，次のようなB sl, B smおよびB snの補助的は部分集合を仮定する。

　　βs
l = {(al

i, v
s
i ) : i = 1, . . . , d}

　　γs
l = {(al

i, v
s
i ) : i = d + 1, . . . , r },（ゆえにB sl =βs

l∪γs
l）

　　βs
m = {(am

j, v
s
j ) : j = 1, . . . , d}

　　γs
m = {(am

j, v
s
j ) : j = d + 1, . . . , q},（ゆえにB sm =βs

m∪γs
m）

　　δs
n = {(an

k, v
s
i + vs

j ) : i, j = 1, . . . , d}

　ただし，al
i ≈ am

j ≈ an
k, i, j, k = 1, . . . , d

　そのとき，B sl∪B sm
 = B snは，B sn=δs

n∪γs
l∪γs

mを意味する。

　連結されるべき２つの試算表または実体について上述したことは，有限
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個の試算表または実体についても同様に妥当する。

２　基本的仮定と集合論による公理化との関係

　以上がマテシッチの示した集合論による会計の公理化であるが，ここ

で，前節で説明した会計の基本的仮定と本節で詳述した会計の公理化との

関係を明らかにする必要がある。これに関して，マテシッチは両者の関係

を表１のように整理している（Mattessich [1964] p. 464）。

表１　基本的仮定と集合論による公理化との関係

基本的仮定 会計の公理化
１ 貨幣価値 基本用語
２ 時間間隔 基本用語，項目14
３ 構造 項目15，項目16
４ 二元性 項目17
５ 集計 項目18，項目19，20，22
６ 経済対象 基本用語，項目２，３

（項目９，10，11，12，13も関連）
７ 貨幣請求権の非均等性 （リストされていないが，同一）
８ 経済主体 基本用語
９ 実体 項目１
10 経済取引 項目４，項目５，６，７，24
11 評価 （リストされていないが，同一）
12 実現 （リストされていないが，同一）
13 分類 （リストされていないが，同一）
14 データ・インプット （リストされていないが，同一）
15 継続期間 （リストされていないが，同一）
16 拡張 項目27で示された最も単純な拡張仮説の例
17 重要性 （リストされていないが，同一）
18 配分 （リストされていないが，同一）
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　また，集合論による会計の公理化の説明に際して，使用した主な集合の

記号のリストは表２のようである（Mattessich [1964] p. 465）。

表２　主な集合の記号のリスト

記号 説　　　明 項目との関係
A （ある実体の）勘定の集合 15

B （期末におけるある勘定の）残高の演算 18

B ある実体の（期末における）試算表 20

C 勘定図 16

D 負債請求権関係の発生 11

D’ 負債請求権関係の消滅 13

δ 負債請求権関係 3

E 実体の集合（正確には，すべての実体のすべての状
態の集合）

1

E ある実体のすべての状態の集合（実体プロパー） 1

F 取引（またはフロー）関係 4

F’ 取引 Fの逆を意味する取引 8

L （ある実体の）最下位の序列にある勘定の集合（ま
たはリスト）

16

ν 負の取引要素の集合 基本用語
O （経済）対象の集合 基本用語
Φ 空集合 1

P 所有権関係の移転 9

π 正の取引要素の集合 基本用語
Q 所有者持分関係の発生 10

Q’ 所有者持分の消滅 12

S （ある実体の期末における）会計報告書 22

S 取引の合計に対する補助的記号 27

T 時点（時間間隔）の集合 基本用語
V 価値の集合 基本用語
ω 所有権関係 2
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Ⅳ　基本的仮定と公理化の再検討

　これまで示してきた会計の基本的仮定と公理化は，マテシッチの初期の

考えであり，彼はその後，これらを若干修正し，精緻化している。そこで

本節では，基本的仮定と公理化の再検討として，その修正したものを示す

こととする。その場合，基本的仮定と公理化の修正を別々にそして順に説

明することにする。

１　会計の基本的仮定

　マテシッチは，Mattessich［1970］において，会計の基本的仮定を前述

した18ではなく19にして，１つ追加している。それは「目的設定」であ

る。これを説明する前に，彼が措定した19の会計の基本的仮定を示すと，

次のようである（Mattessich [1970] S. 34-36）。

１．貨幣価値と量 10．目的設定（Zwecksetzung）

　　（Geldwerte und Quantitäten） 11．評価（Bewertung）

２．時間尺度（Zeitmessung） 12．貨幣負債の弁済

３．経済対象（Wirtschaftsobjekte） 　　（Tilgung von Geldschluden）

４．経済主体（Wirtschaftssubjekte） 13．実現（Realisation）

５．経済単位（Wirtschaftseinheit） 14．分類（Klassifikation）

６．構造（Struktur） 15．データ・インプット（Dateneingabe）

７．取引（Transaktionen） 16．継続期間（Dauer）

８．二元原則（Doppischer Gruntsats） 17．重要性（Relevanz）

９．線型的集計原則 18．配分（Verteilung）

　　（Linearer Aggregationgrundsats） 19．連結（Konsolidierung）

　これらの基本的仮定と前述したMattessich［1964］における基本的仮定

とを比較すると，表３で明らかなように，表現は若干異なるが，「目的設
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定」以外はそれぞれ対応している。換言すれば，「目的設定」が基本的仮

定として加わっているのである。

　マテシッチはこれを次のように説明している（Mattessich [1970] S. 35）。

　10．目的設定

　その遂行が会計モデルを構成する，ある一定の情報要求および目的が存

在する。その目的は，基本的仮定11から19のもとで配置されている特定の

仮説を前提としている。

　そして彼は，目的設定の基本的仮定を次のように解説する。ある特定の

表３　基本的仮定の比較

Mattessich [1964] Mattessich [1970]

１．貨幣価値 １．貨幣価値と量
２．時間間隔 ２．時間尺度
３．構造 ６．構造
４．二元性 ８．二元原則
５．集計 ９．線型的集計原則
６．経済対象 ３．経済対象
７．貨幣請求権の非均等性 12．貨幣負債の弁済
８．経済主体 ４．経済主体
９．実体 ５．経済単位
10．経済取引 ７．取引
11．評価 11．評価
12．実現 13．実現
13．分類 14．分類
14．データ・インプット 15．データ・インプット
15．継続期間 16．継続期間
16．拡張 19．連結
17．重要性 17．重要性
18．配分 18．配分

10．目的設定
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会計モデルの情報要求ないし目的設定は，伝統的な会計制度においてたい

てい一般的にもしくはせいぜい黙示的に扱われる。すべての情報要求を満

たす会計システムは考えられないし，多くの目的を満たすものはたいて

い，これを満足のいくようには果たさない。それゆえ，会計の一般理論は

１つだけのモデルに集中すべきではなく，様々な目的に対する会計モデル

の要求を考慮に入れなければならない 7）。

　それは，個々の経験的仮説もしくは仮説の命題に対する次の基本的仮定

11から19までを備えることで，達成される。したがって，これらの仮説は

関係する目的設定仮説に依存し，ほとんどの場合，目的設定仮説からの推

論（定理）として導き出される。しかし，多くの場合，仮説は特定の仮定

として定式化される（Mattessich [1970] S. 68）。

　このように，目的設定は会計モデルを構築する際に中心的な役割を果た

すものであり，基本的仮定11から19の前提となるものである。マテシッチ

によれば，例えば，基本的仮定11の評価は，次のように目的設定を前提と

することになる。

　評価規則は会計の二元的システムにとって不可欠である。しかし，その

ようなシステムは様々な目的に役立つので，様々な代替的評価規則が任意

の処理のためになければならない。したがって，ある特定の評価規則はあ

る一定の目的設定に役立たなければならず，経験的に検証されなければな

らない。これらの検証によって，その規則は，当該目的に対する各々の検

証結果に応じて承認されたり拒否されたりする経験的仮説となる。ある特

7）　これに関連して，様々な目的の中で，マテシッチは次の３つの目的設定を
選択している（Mattessich [1970] S. 77）。
　⑴　法的に要求される情報の入手
　⑵　管理的条件の達成
　⑶　計画と市場意思決定
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定システムの目的は，基本的仮定によって表現されるのではなく，特定の

仮説においてはじめて表現されるので，必要とする評価規則は，基本的仮

定自体によって確定されるのではなく，必要な評価仮説によってのみ確定

される（Mattessich [1970] S. 69）。

　マテッシッチは，特定目的の明示的な表現が必要であるとする新しい基

本的仮定10を追加したことによって，興味ある結果が生じたという。彼に

よれば，このような位置づけを与えるための仮定は，システムの実際の目

的を表す特定目的を必要としている。ひとたびこれが与えられると，この

特定目的についての仮説と基本的仮説から，その他の位置づけを行う仮説

にとって必要とされる多くの特定的仮説が導き出される。その結果として

得られる特定的仮説は，もはや補助的前提ではなく，結論である（マテシ

ッチ［1974］356頁）。

２　会計の公理化

　マテシッチは会計の公理化に関しても再検討を加えている。それは主に

取引の定義および勘定と取引要素との関係に関してである。

　まず取引に関して，前述したように，Mattessich［1964］では取引は次

のように説明されていた。

　４．取引（またはフロー）Fは，負の取引要素と正の取引要素との関係で

あり，その両者に対して時間間隔が（または時系列指数）が付与され，価値

が経験的仮説によって割り当てられる。

　それゆえ，関係 F(ki, kj, t
τ) = vτijは，次の場合に限り取引である。

⑴　（特定の同等クラスを表す）負の取引要素は，ki∈νである。

⑵　（同様に同等クラスを表し，おそらく負の取引要素と同額である）正の取引

要素は，kj∈ πである。

⑶　ki⊂ em, kj⊂ en
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⑷　ki ≈ kjで em ≠ en，または ki ≃/ kjで em = enのどちらかが成立する。

⑸　時間間隔は tτ∈ Tである。

⑹　割り当てられる価値は vτij＞ 0，vτij∈ Vである。

　これを再検討するために，マテシッチは図１を示している（マテシッチ

［1973a］73頁）。ここで，kiおよび kjは，同等の経済的対象 oiおよび ojを

類別する同等クラスである。e1, . . . , em, enは，（mを含む）１から nまでの

企業実体である。それゆえ，次のようになる。

　　同等クラス k(m)
i = ki∩ em

　例えば，「現金」について語る場合，任意の金庫の中の現金，すなわち

すべての金庫の現金を含む同等クラスを意味する場合もあるし，あるいは

特定の実体 enの金庫の中の現金を意味する場合もある。しかしMattessich

［1964］においては，kiまたは kjのそれぞれの全領域が１つの同等クラス

であるのみでなく，その部分集合もまたそれぞれ対象 oiまたは ojの同等

クラスをなしていた。

　したがって，マテシッチの表現が不適当であった点は，全領域と同じよ

うに，それと em，en等との部分集合に対しても，それぞれ kiまたは kjと

いう記号を用いたということにある。その代わり，これらの共通部分を

図１　取引要素の説明

ki：対象 oiの同等クラス

kj：対象 ojの同等クラス

k(1)
i k(m)

i k(n)
i

e1 em en

k(1)
j k(m)

j k(n)
j

. . . . . . .
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k(m)
i, k(n)

i, . . . ,または k(m)
jまたは k(n)

jという記号で表すか，あるいは，こ

れらの集合は時間の経過とともに変化することもあるので，k(m)
i τ, . . . , 

k(n)
j τと表すならば，より明瞭であったであろうと，マテシッチはいう。そ

して彼は，同等クラス全体を ki, kj等で表し，１つの実体内の同等クラス

（取引要素）を k(1)
i, . . . , k

(m)
i, k

(n)
i, k

(1)
j, . . . , k

(m)
j, k

(n)
jで表すことにした（マ

テシッチ［1973a］73頁）。

　しかし，これに関してさらに複雑な問題が残っている。すなわち，取引

の時点において経済的対象を「稼得している」かあるいは「失っている」

かによって，これらの取引要素を正および負の取引要素に区分するという

問題が存在している。何よりもまず，これらの取引要素は，固定した集合

として，短い限られた時間についてのみ安定しており，したがって時間の

次元を暗黙のうちにもっているということに注意すべきである。したがっ

て，取引 T(k(m)
i τ, k(m)

j τ, tτ)は，集合 k(m)
i τおよび k(m)

j τを k(m)
i τ+1 および

k(m)
j τ+1 に変えることになる。

　この理由から，Mattessich［1964］において，取引要素，例えば k(m)
i τ

が取引の時点において負の取引要素νのクラスまたは正の取引要素 πの

クラスのいずれかに属するべきであるが，両者に属することはできないと

仮定されていた。

　マテシッチの解釈によれば，k(m)
i⊂νおよび k(m)

j⊂ πであるので，同

様に２つの取引要素に対して次の記号を与え，ある特定の時点において，

k(m)
i =ν(m)

iおよび k(m)
j = π(m)

jであると仮定することができる。ここで，

ν (m)
iおよび π(m)

jはそれぞれ，時点 tτにおけるνおよび πの特定の部分集

合である。

　したがって，取引は次のように表すことができる（マテシッチ［1973a］

74頁）。

　　T(k(m)
i, k

(n)
j, t
τ) = vτm

i
n

j　　もし m ≠ nならば i = j
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また同様に，

　　T(νm
i, π

n
j, t
τ) = vτm

i
n

j　　もし m ≠ nならば i = j

　次に，勘定と取引要素との関係について，マテシッチは以下のように再

検討を加えている（マテシッチ［1973b］72-73頁）。まずこれに関して，

Mattessich［1964］では次のように説明されていた。

　15．集合 Anは，次の場合に実体 enの勘定図とよばれる。

⑴　An = {ai : ai⊂ en, i = 1, . . . , y}, en∈ E

⑵　勘定 ai(i = 1, . . . , y)は同等クラスである。

⑶　勘定（同等クラス）のあるものは，他の勘定の部分集合である。例え

ば，

　　ad = [od], od∈ en, d = 1, . . . , k, od∈ O

　　al = [ol], al⊂ ad, l = k + 1, . . . , m

　　　. . .　　　　　　. . .

　　ar = [or], ar⊂ an, r = q + 1, . . . , w

　　ax = [ox], ax⊂ ar, x = w + 1, . . . , y

　　ad, al, . . . , ar, ax∈ An

⑷　ai ≈ a’i, (i = 1, . . . , y)および ai⊂ en, a’i⊂ em, em ≠ enであるような勘定

a’iが存在する。

　17．取引要素が勘定である取引 F(ai, aj, tτ) = vτijは，次の場合に限り実

体（または上位実体）enの会計取引とよばれる。

⑴　ai, aj∈ An,, ai∈ν, aj∈ π

⑵　tτ∈ T

⑶　vτij∈ V

　ここでは，取引要素とそれに対応する勘定の関係は，例えば実際の企業

の金庫とその現金記録，または企業の倉庫とそれに対応する棚卸資産勘定

との間に存在するものとまったく同じ関係であると考えられていた。



28

　したがって，経済取引

　　T(k(m)
i, k

(n)
j, t
τ) = vτm

i
n

j　　もし m ≠ nならば i = j

と会計取引

　　T(ai, aj, t
τ) = vτi j　　（ある特定の実体 emについて）

との間の関係は，商品または請求権の現実の移動とその記録の対応関係に

等しい。それは例えば，一方では企業 mの倉庫と企業 nの倉庫（あるいは

企業 mの倉庫とその企業の製造部門）の間の移動と，他方ではそれに対応す

る企業 mの元帳における数量的記述との関係に等しい。

　したがって，主として経済的現象を扱った前節の項目１から13までと，

主として会計の概念上の問題を扱った項目14から28との間には，明瞭な区

別が存在している。項目４から13までにおいて，

　　k(m)
i⊂ emまたは k(n)

j⊂ en

という表現や，項目15から17までにおいて

　　ai⊂ emまたは aj⊂ en

という同じように見える表現がしばしば現れていることは，決して k(m)
i

と aiとを同一視するためではない。事実とその概念的表現とは常に相違

している。これら２つの概念の間の関係は明らかに，実際の同等クラス

k(m)
iの勘定 aiへの写像である。これは図２のように表される（マテシッチ 

［1973b］73頁）。

　そこで aiは，経験的に立証可能な同等クラス k(m)
iの，概念的な表現で

あることは明らかである。しかし，マテシッチによれば，項目15の説明の

中に，誤りではないが不正確な点が入っている。そこでは，例えば，

図２　実際の同等クラス k(m)
iの勘定 aiへの写像

k(m)
i 実体 emの ai

写　像
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　　ad = [od]

　　ae = [oe],

は，勘定が経済的対象の同等クラスであることを示している。事実，勘定

は対象の単なる写像である。しかしこのことは，勘定が同等クラスでない

ことを意味しない。勘定は「貸借対照表」という上位勘定を分割または再

分割したものであり，またすべての分割によって同等クラスの集合が得ら

れるのであるから，勘定もまた同等クラス，すなわち抽象的な実体の同等

クラスであるが，それらは具体的な経済的対象の同等クラスではない（マ

テシッチ［1973b］73頁）。

　そして，マテシッチは勘定を次のように定義する。すなわち，勘定

ai = (a+
i, a-i)は，任意の一定時点において，取引要素 k(m)

i（すなわち実体 em

の同等な経済的対象の集合）に対して数値を付与するところの二次元の記録

手段である。

　これに関して，彼はさらに，次のようにコメントする。資産（所有権お

よび負債請求権）の価値の増加および持分（負債請求権および株主持分）の価

値の減少は，勘定の借方 a+
iに写像され，持分の価値増加および資産の価

値減少は，勘定の貸方 a-i に写像される。

　これらのことにより，正および負の取引要素から，次のような写像 g-

および g+が生じる。

　　g- : (k(m)
i∈ν) → a-i

　　g+ : (k(m)
i∈π) → a+

i

　したがって，マテシッチは，これらの写像 g- および g+を，前節で示し

た項目17における誤った表現 ai∈νおよび ai∈πの代わりに用いるべき

であるという（マテシッチ［1973b］73頁）。

　それゆえ，前節で示した項目17は，次のようになる。

　17．取引要素が勘定である取引 F(ai, aj, tτ) = vτijは，次の場合に限り実



30

体（または上位実体）enの会計取引とよばれる。

⑴　ai, aj∈ An,, g
-: (k(m)

i∈ν) → a-i, g
+ : (k(m)

i∈π) → a+
i

⑵　tτ∈ T

⑶　vτij∈ V

Ⅴ　むすびに代えて

　以上，本稿ではまず，マテシッチにしたがって，会計の18の基本的仮定

を説明し，次に会計の公理化に関して28の命題を数学的に解説した。彼は

その後これらを若干修正しているので，その修正を参考にして会計の基本

的仮定および公理化を再検討した。具体的には，会計の基本的仮定に関し

て，「目的設定」が加わり，会計の公理化に関して，取引の定義および勘

定と取引との関係が明確化された。

　会計の基本的仮定としての目的設定は，「その遂行が会計モデルを構成

する，ある一定の情報要求および目的が存在する。その目的は，基本的仮

定11から19のもとで配置されている特定の仮説を前提としている」と示さ

れた。

　会計の公理化に関してまず，取引は次のように表すことができた。

　　T(k(m)
i, k

(n)
j, t
τ) = vτm

i
n

j　　もし m ≠ nならば i = j

　　T(νm
i, π

n
j, t
τ) = vτm

i
n

j　　　もし m ≠ nならば i = j

　また，勘定と取引との関係に関して，その関係は，実際の同等クラス

k(m)
iの勘定 aiへの写像であることが明らかにされた。そして，勘定

ai = (a+
i, a-i)は，任意の一定時点において，取引要素 k(m)

i（すなわち実体 em

の同等な経済的対象の集合）に対して数値を付与するところの二次元の記録

手段であると定義された。さらに，これらのことにより，正および負の取

引要素から，次のような写像 g- および g +が生じることが示された。

　　g- : (k(m)
i∈ν) → a-i
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　　g+ : (k(m)
i∈π) → a+

i

　これらのことを念頭において，ここでむすびに代えて，会計公理的思考

による会計の本質を探究していきたい。その場合，参考となるのが，会計

の基本的仮定として新しく加わった「目的設定」であり，会計の公理化に

おいて明確になった「写像」概念である。まず，目的設定から検討するこ

ととする。

　会計の本質を理論的に探究しようとする場合，留意しておかなければな

らないのは，会計学は純粋科学ではなく応用科学であるということであ

る。すなわち，会計学は応用科学の主な特質をすべて有している。それ

は，経済学や行動科学のような他の学問分野の法則に頼り，多くの規範を

含み，コスト・ベネフィットの考えに依存し，専門的な学者集団で研究さ

れているということである。したがって，会計学の一般的なフレームワー

クは実証的方法論の境界を超え，実証的基準以上のものを必要とする。こ

れが会計学研究の特質である。

　会計学が応用科学であることを非常に強調するのは，やはり，マテシッ

チである。彼によれば，会計学は純粋科学や実証科学ではなくまさに応用

科学である。つまり，⑴ それ自身の科学法則をもたず，⑵ 単なる科学的

知識の獲得ではなく，達成すべき特定の目的をもっており，そして ⑶ コ

スト・ベネフィットの制約にしたがう科学は，応用科学にほかならない

（Mattessich [1995b] p. 153）。

　そして，この考えに基づいて，マテシッチは会計理論研究の方法論とし

て「条件付規範的会計方法論」（conditional -normative accounting metho dology ;  

CoNAM）を提唱する。この CoNAMは，価値判断を理論に組み入れ，会

計情報の利用者に広範囲の代替的な目的指向的モデルを示す規範理論であ

る。

　その究極的なビジョンは，かなりの数の会計モデルの創造であり，その
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各々は，特定の会計目的に合わせた特定の仮説をもつものであり，標準化

されるが，「顧客たる利用者」にかなりの選択権を与えるものである。こ

の方法論は，一部は価値判断の開示によって正当化され，一部は目的とそ

れを達成するための手段との関係を確証する経験的手続によって正当化さ

れる，ある種の客観性を主張する（Mattessich [1995a] p. 190）。

　ある目的を達成しようとする場合には常に，この目的を十分達成するた

めの手段を見出さなければならない。会計システムならびに会計基準は，

そのような目的指向なしには無意味である。事実，これらの目的の探究に

おいて長期的に確立された伝統は，そのような遂行の重要性に対する証拠

を示している。目的指向は会計学の中心的な問題の１つとなり，このこと

から，会計学は純粋科学ではなく，前述したように応用科学であるという

ことになる。

　そして，応用科学としての会計学は目的指向的であり，会計の遂行にお

いて目的設定が非常に重要となる。すなわち，会計の本質を理論的に探究

しようとする場合，目的設定を中心的な位置におかなければならないので

ある。

　次に「写像」概念に関して，この目的設定との関係で，会計において目

的設定を具体的に遂行するのが，取引要素からある実体の勘定への写像に

ほかならない。この写像は測定に関係するが，井尻によれば，測定の結果

としてつくられる数字は，その対象物を表現するという機能を離れては有

用性をもたない。

　あるものの状態に関する情報を伝達するために使う物や現象は写体

（surrogate）とよばれ，写体によって表現された物や現象は本体（principal）

とよばれる。つまり，本体はわれわれがそれ自身に関心をもっているもの

であり，写体は，それが本体の状態に関する情報を提供する限りにおい

て，われわれの興味を引くものである。明らかに，財務諸表は写体の代表
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的な一例である。人々が財務諸表に関心をもつのは，その芸術的な美しさ

ゆえではなく，それが企業の経済状態のある局面を表現しているからにほ

かならない。

　写体を本体に結びつけるものは，表現規則（representation rule）である。

本体と写体がとりうる変化の集合を Pと Sで表せば，表現規則は Pを S

に写像する関数であると考えられる。

　情報（information）とは，本体の状態に関して写体が伝達するメッセー

ジである。写体としての機能を全うするためには，その写体の利用者がそ

のメッセージを解読して，本体の状態を知ることができなければならな

い。このような識別可能性という性質は，写体がもたなければならない最

も重要な特性である（井尻［1976］62頁）。

　ここにおける本体とは，マテシッチのいう取引要素であり，写体とは，

勘定にほかならない。そして，表現規則とは測定規則ないし評価等であ

り，この測定ないし評価規則が取引要素を勘定に写像する関数であるとい

うことになる。またさらに，この測定ないし評価規則が会計の最も重要な

基本的仮定である目的設定によって規定されることは，前述したところで

ある。

　このようにみるならば，会計の本質は，経済現象である本体としての取

引要素を，ある目的設定に基づく測定ないし評価規則によって，写体とし

ての勘定に写像する行為であるということができ，会計学はこれを探究す

る学問分野であるということができる。そして，勘定の集合が財務諸表で

あり，これは全領域の会計をカバーするマテシッチの広い意味で，所得の

循環および富の総計を量的に写像し，描写するものである。

　したがって，会計は，経済現象である本体としての取引要素を，ある目

的設定に基づく測定ないし評価規則によって，写体としての勘定に写像す

るという方法によって，ある主体の所得の循環および富の総計を量的に記
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述し，描写する学問分野である，ということになる。
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